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１．はじめに 

 

日本政府は，2002 年３月に新たな地球温暖化対策

推進大綱を制定するとともに，同年６月に京都議定

書を批准し，地球温暖化防止への対策を開始した。

ここで，平成 14 年度版・環境統計集 1)に基づいて，

2000 年度の日本国内における地球温暖化ガス排出

量状況(地球温暖化係数(GWP)を用いた CO2 換算値)

で見ると，国内総排出量 1,331.6 百万トンのうち，

93％に当たる 1,237.1 百万トンを二酸化炭素が占め

ており，地球温暖化防止に向けては，二酸化炭素の

排出削減が最も大きな課題と言える。 

地球温暖化は，現代の経済社会が抱える構造的な

環境問題であり，効果的な対策の立案に向けては，

国内の各地域における経済循環構造と温暖化ガス排

出との関係を的確に捉え，モデル化することが必要

である。そして，この目的のためには，国全体ある

いは地域全体で財貨及びサービスの流れを総合的に

把握できる産業連関表の利用が有効と考えられる。 

産業連関表データに基づいて二酸化炭素排出量を

推定する試みは，慶応大学産業研究所 2)や国立環境

研究所・京都大学大学院エネルギー科学研究科 3)4)，

電力中央研究所 5)などによって研究が進められてお 

り，国立環境研究所の推計結果は二酸化炭素排出原

単位，及び環境負荷原単位として一般に公開されて

いる。また，これらの機関を中心として，わが国に

おける二酸化炭素排出構造の分析や諸外国との比較，

LCA を始めとする実証研究 6)7)8)が試みられてきた。 

 しかし，既往研究は，わが国全体を対象とした二 
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酸化炭素排出構造の分析や二酸化炭素排出の国際比

較に関する事例であり，国内の各地域を対象とした

地域経済と二酸化炭素排出の関連については十分な

研究が行われていない。 

そこで，本研究では，経済産業省が５年毎に作成

している全国９地域別の産業連関表と国立環境研究

所による二酸化炭素排出原単位を利用して，全国８

地域(沖縄県を除く)の二酸化炭素排出構造を時系列

的に分析し，今後の地球温暖化防止に向けた地域経

済の課題を検討する。 

 

２．使用データ 

  

本研究の基礎データは，経済産業省が 1965 年から

５年毎に作成している全国９地域の産業連関表であ

り，｢昭和 55-60-平成 2年地域内接続表｣を用いる。  

表１に地域産業連関表における地域の定義，表２に

研究で使用する産業 31 部門の内容を示す。 

産業連関表の取引額から二酸化炭素排出量を推計

する際には，国立環境研究所による二酸化炭素排出

原単位を用いる。このデータは，1975～90 年の全国

産業連関表に基づいて推定した，生産者価格基準の

部門別CO2排出原単位(｢CO2排出強度｣と呼ぶ)と購入

者価格基準で見た排出強度の２種類で構成され，

1975～90 年の５年毎のデータが公表されている。 

国立環境研究所による CO2 排出原単位の推定では，

CO2の排出源を化石燃料(石炭系，石油系，天然ガス

等)と石灰石とし，産業連関表の第ｉ部門からの直接

排出量 Ci を推計した上で，部門ｉの国内生産額 Xi

で除し，単位生産額当たりの炭素排出量(｢直接排出

強度｣と呼ぶ) diを求める。そして，全国産業連関表

から求めた[I-(I-M)A]-1型の逆行列(Mは輸入係数行

列，Aは投入係数行列)に直接排出強度 diを乗じ，波

及先の全部門について合計することにより，部門ｊ



８地域
北海道 北海道
北 青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島
茨城，栃木，群馬，埼玉，千葉，東京，
神奈川，新潟，山梨，長野，静岡

部 愛知，岐阜，三重，富山，石川
畿 福井，滋賀，京都，大阪，兵庫，奈良，和歌山
国 鳥取，島根，岡山，広島，山口
四国 徳島，香川，愛媛，高知
州 福岡，佐賀，長崎，熊本，大分，宮崎，鹿児島

46都道府県

表１　地域産業連関表における８地域区分の定義
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の最終需要１単位のために国内で直接・間接に排出

される CO2量(｢総排出強度｣と呼ぶ)を求めている。 

 
３．分析方法 
 
（１）地域産業連関モデル 
本研究の分析で使用する産業連関モデルは｢競争

移入型地域内産業連関モデル｣であり，第 i財の地域
内の需要合計(中間需要＋地域内最終需要)に占める

輸入財及び移入財の割合を，当該財の地域内需要の

どの項目においても一定であると仮定する。 

1 農林水産業 11 石油･石炭製品 21 その他の製造業

2 鉱業 12 窯業･土石製品 22 建築
3 食料品 13 鉄鋼製品 23 土木
4 繊維製品 14 非鉄金属製品 24 電力
5 製材･木製品･家具 15 金属製品 25 ｶﾞｽ･水道･熱供給

6 ﾊﾟﾙﾌﾟ･紙･加工品 16 一般機械 26 商業
7 印刷･出版 17 その他の機械製品 27 金融･保険･不動産

8 皮革･同製品 18 自動車 28 ｻｰﾋﾞｽ
9 ｺﾞﾑ･ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品 19 その他の輸送機械 29 公務
10 化学工業製品 20 精密機械 30 運輸

31 その他

表２　産業31部門の設定

産業部門 産業部門 産業部門

ここで，第ｉ財について，地域内需要の合計に占

める輸入財の比率を輸入係数ｍi，移入財の比率を移

入係数 niとし，これらを要素とする輸入係数行列を

，移入係数行列をNとすれば，地域内産業連関
表の行バランス式は式(1)で表される。 

M̂ ˆ

( ) ( FdAXNFdAXMEFdAX

NMEcEFdAXX

+−+−++=

−−+++=
ˆˆ )

  (1) 

 
ただし，Xは当該地域における産業の生産高列ベ
クトル， は投入係数行列，Fdは地域内最終需要
列ベクトル， は輸出列ベクトル，Ecは移出列ベ
クトルである。これをXについて解くと，式(2)に
示す競争輸入・競争移入型産業連関モデルを得る。 

A
E

( ){ } ( ){ }EFdMIAMIIX +−−−=
− ˆˆ 1

    (2) 

上式の逆行列B (レオンチェ

フ逆行列)の要素 bijは，部門 jに１単位の需要が発

生した場合に，部門ｉに誘発される生産額を表して

おり，レオンチェフの逆行列に基づいて，当該地域

内での生産誘発構造を分析することができる。 

( )[ ] 1ˆˆ −
−−−= ANMII

 また，レオンチェフの逆行列に，先述の CO2 直接

排出強度ｄを乗じると，当該地域の CO2 排出構造を

表す行列Ｂ’が得られる。 

Bd B' ×=              (3) 

 

（２）CO2排出構造の分析方法 

①影響力係数 

式(3)に示す行列の第ｊ列は，産業部門ｊの最終需
要 1単位を得るために，各部門から排出される CO2

量を表す。従って第 j列の列和は，部門ｊの最終需
要 1単位が，地域の CO2排出量に及ぼす影響力を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表す。影響力係数 djは式(4)で定義され，係数値が 1
より大きい場合は，当該産業部門が地域内における

全産業部門の平均よりも大きい CO2 排出をもたら

すことを示す。 
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②CO2誘発係数 

CO2誘発係数Ｃ
kは，産業連関分析で用いられる生

産誘発係数に，CO2排出原単位を加味して再定義した

ものであり，ある最終需要項目 kの合計値に対する

CO2排出量を表す。 

          (5) ∑
=

×=
n

1i

k
i/ FdC kk 　Fd B'

上記の係数値を，地域内消費，地域内投資，移出，

輸出の項目別に算出すれば，CO2排出に対する最終需

要項目の影響力を明らかにすることができる。 

③CO2誘発係数の経年的変動に対する寄与度 

年次ｔにおける CO2 誘発係数は，式(6)で与えら
れ，その大きさは，投入係数 A，輸入係数M，移入
係数 N，地域内消費需要 Fd，輸出需要 E，移出需
要 Ec，直接排出強度ｄの各要因で決定される。 
そこで，年次ｔとｔ＋１の間でこれらの要因値を

入れ替え，CO2 誘発量の変動を求めることにより，

上記７要因が CO2 排出の経年変動に及ぼした影響

の大きさ(｢寄与度｣と呼ぶ)を推計することができる。 
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図２　31部門別影響力係数の推移（８地域平均値）
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４．分析結果と考察 
 
（１）CO2排出量の推移 

図１に，全国における産業 31 部門 

の CO2総排出強度の平均値と，全国の 

CO2総排出量の推移を示す。 

1980～85 年の間は，CO2 の排出原単位，

直接排出量ともに減少しているが，1985～

90 年は排出原単位が減少する一方で，直接

排出量が増加に転じており，わが国全体で

は CO2排出が増加傾向を示している。 

 

（２）影響力係数の分析結果 

図２は，1980，85，90 年の３時点につい

て，産業 31部門別に影響力係数を求め，８

地域平均値をグラフに表示した結果である。

３で述べたように，係数値が１以上の部門

は，CO2排出に対する影響が大きい部門と判

断することができる。図より，パルプ・紙・ 

加工品，化学工業製品，石油・石炭製品，窯業･土石

製品，鉄鋼製品，非鉄金属製品等の素材型を中心と

する製造業，電力，運輸の各部門において，CO2排出

誘発への影響力が大きくなっている。これらは自ら

の生産活動において化石燃料を多く消費する部門で

あり，CO2排出への影響が大きく現れたと考えられる。 

また，経年的には，電力と運輸の２部門で影響力

係数が増大する一方で，製造業部門では減少傾向が

見られ，CO2排出に強い影響を及ぼす産業部門が，製

造業から電力及び運輸にシフトしている。 

 

（３）CO2排出誘発係数の分析結果 

 図３は，全国８地域のそれぞれについて，地域内

の消費，投資，輸出，移出の各項目別に，CO2誘発係

数の推移をまとめた結果である。この係数値は，各

最終需要項目に対する１単位の需要増加が地域内に

誘発する CO2排出量を表し，上記４項目の地域内 CO2

排出に対する影響力と解釈できる。 

分析結果より，最終需要による CO2誘発には，消 

費と投資といった地域内の需要要因よりも，移出，

輸出で表される地域外需要要因の影響が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 
 

図１ CO2排出原単位と(左)と CO2総排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは，地域内需用よりも，工業製品の輸出需要に

ウエイトを置いた日本の産業構造を反映したものと

思われる。また，素材型産業部門に特化した中国や

九州は，この傾向が特に強い。 

一方，関東，近畿，中部の大都市地域は，それ以

外の地方圏に比べると，輸出，移出に起因する CO2

誘発係数が小さい。これは，業務・サービス業への

特化や，国内経済の中心として，他の地域に CO2 誘

発する経済構造によるものと考えられる。 

 

（４）CO2誘発係数の変動に対する寄与度の分析結果 

図４は，1980～85 年と 1985～90 年の２期間につ

いて，CO2誘発係数の変動に対する寄与度を，７要因

のそれぞれについて求めた結果である。グラフ中で

は，各要因の寄与度が正の値を示した場合，その要

因は CO2排出削減に寄与したことを示している。 

２つの期間を比較すると，1980～85 年では，８地

域ともに最終需要当たりの CO2 排出削減量が大きく，

省資源・省エネルギーが進展したことが分かる。し

かし，1985～90 年は，前期間に比べて排出削減量が

大きく減少している。ただし，1985～90 年において 



図３　８地域における要因別CO2誘発係数の推移
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図４　CO2排出係数の経年変動に対する寄与度（左：1980～85年，右：1985～90年）
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も，寄与度の合計はプラスであることから，CO2排出

の削減傾向は継続していると思われる。 

各期間の変動を要因別に見ると，1980～1985 年は，

どの地域においても，CO2直接排出強度や投入係数に

関する寄与度が大きく，第二次石油危機後にエネル

ギー転換や省資源・省エネルギーが進んだ様子がう

かがえる。1985～1990 年は，関東，中部，近畿，中

国の各地域において，直接排出強度の減少による排

出削減への寄与，並びに東北で移出需要の減少によ

る寄与等が見られる。前者は鉄鋼製品部門等の素材

型製造業部門における CO2 排出強度の減少，後者は

移出に占める電力部門の割合の減少に起因している。 

 

５．まとめ 

 

本研究の分析結果より，わが国の各地域では，第

二次石油危機後の 1980～85 年の間に，エネルギー転

換や省資源・省エネルギーの進展に伴って CO2 の排

出削減が進んだが，バブル期の 1985～90 年は総排出

量が増加に転じたことが明らかになった。しかし，  

CO2誘発係数の変動に関する寄与度の分析結果に示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

されたように，1985～90 年にかけて CO2排出構造自

体は削減方向に進んだことから，総排出量の増加は，

バブル期の需要増加に起因すると考えられる。 

今後の課題としては，地域間産業連関表を利用し

た CO2 排出の地域間依存構造の分析等が考えられる。 

最後に，二酸化炭素排出原単位のデータを提供し

ていただいた国立環境研究所に謝意を表します。 
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